
公益財団法人 豊郷病院 訪問看護ステーションレインボウ 

指定介護予防サービス 管理・運営規程 

 

（設置・名称） 

第１条 公益財団法人豊郷病院は、介護保険法に基づく訪問看護ステーションを彦根市後 

三条町５２０－１設置・運営し、名称を「公益財団法人豊郷病院訪問看護ステー

ションレインボウひこね」（以下「訪問看護ステーション」という）と称する。 

 

（目的） 

第２条 この訪問看護ステーションは、その利用者が可能な限りその居宅において、自立

した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援するとともに、利用

者の心身の機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持または、向上

をめざす状態であって、かかりつけの医師（主治医）が訪問看護の必要を認めた

人に対し、看護師等が訪問して看護サービスを提供する。この事業に基づき介護

予防訪問看護の提供を受ける者（以下「利用者」という）の心身の状態を踏まえ、

利用者の意志を尊重し、生活の質の確保を重視して健康管理、全体的な日常生活

動作の維持・回復を図るとともに、在宅医療を推進し、快適な在宅療養が継続で

きるように支援することを目的とする。 

 

（方針） 

第３条 訪問看護ステーションの運営方針は、次のとおりとする。 

（１） 介護予防訪問看護事業は、開設事業者の病院からは独立したものとして位置づ

け、人事・財務・物品管理等に関する事柄は、管理者の責任において実施する。 

（２） 介護予防訪問看護事業の実施にあたっては、地域包括支援センター・居宅介護

支援事業所・関係市町並びに地域の保健・医療・福祉サービスとの密接な連携

に努め、その協力と理解のもとに適切な運営を図るものとする。 

（３） 緊急の事態にも柔軟に対応できる準備体制を維持する。 

（４） 滋賀県介護保険法に基づく指定介護予防サービスの事業の従事者ならびに設備

および運営ならびに指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例（平成２５年滋賀県条例第２０号）を尊

守する。 

 

（従業者・員数） 

第４条  訪問看護ステーションの看護師、その他の従業者（以下「看護師等」という。） 

の員数並びに職務内容は次のとおりとする。 

  （１）管理者１名 

     管理者は、訪問看護ステーションの職員の管理及び事務の管理を一元的に行う。 

（２）ｲ．保健師・看護師・准看護師の資格を有する者で２．５人以上（常勤換算） 

   ﾛ．理学療法士・作業療法士は、訪問看護ステーションの実情に応じた適当数 

   訪問看護計画に基づいて訪問看護サービスを提供する。 



（３）人員は訪問看護ステーションの職務に専従することが出来る者をもって充てな

ければならない。ただし訪問従事者その他のサービスの提供に支障がない場合

には、その限りではない。 

 

（管理者の任命と責務） 

第５条  訪問看護ステーションの管理者の任命と責務は次のとおりとする。 

（１） 事業者は、専従する常勤の保健師または看護師のなかから訪問看護ステーショ

ン管理者１名を任命する。 

（２） 管理者は、訪問看護を行うために必要な専門的知識及び技能を有する者でなけ

ればならない。 

（３） 管理者は、訪問看護ステーションの従業者を管理・指導し、適切な訪問看護が

行われるよう必要な配慮をしなければならない。 

 

（営業日及び営業時間） 

第６条  訪問看護ステーションの営業日及び営業時間は、公益財団法人豊郷病院職員就 

業規則に準じて次のとおりとする。                 

（１） 営業日は、通常月曜日から土曜日（午前中）までとする。ただし、国民の祝日、

１月１日・２日・３日、１２月２９日・３０日・３１日、を除く。 

（２） 営業時間は、月曜日から金曜日は午前８時３０分から午後４時５０分まで、  

土曜日は、午前８時３０分から午後０時４０分までとする。 

ただし、２４時間対応体制によりその限りではない。 

 

（訪問看護の提供） 

第７条  介護予防訪問看護サービスの提供は次のとおりとする。 

（１） 利用者が、かかりつけの医師（主治医）に申し込み、医師の診察に基づき訪問

看護ステーションに交付した様式１「訪問看護指示書」（以下、「指示書」とい

う。）により、看護師が利用者を訪問して、訪問看護計画を作成し介護予防訪問

看護を実施する。 

（２） 利用者または家族から訪問看護ステーションに申し込みがあり、「指示書」がな

い場合は、かかりつけの医師（主治医）に「指示書」の交付を求めるように助

言する。 

（３） 利用者にかかりつけ医師（主治医）がいない場合には、医師を決めて申し込む

ことを助言するか、訪問看護ステーションから医師会または市町村の保健・福

祉担当者に調整を求めて対応する。 

（４） 地域包括支援センター・居宅介護支援事業所における担当ケアマネージャーお

よび介護保険サービス事業所と連携を図る。 

 

（訪問看護の内容） 

第８条  介護予防訪問看護サービスの内容は次のとおりとする。 

（１） 病状・障害・全身状態の観察 

（２） 清拭・洗髪等による清潔の保持 

（３） 褥瘡の予防・処置 



（４） リハビリテーション 

（５） 認知症の看護や精神・心理的看護 

（６） 療養生活の助言 

（７） カテーテル等の交換・管理 

（８） その他の在宅療養を継続するために必要な、医師による看護処置 

 

（緊急時の対応） 

第９条  利用者に緊急事態が生じた時は、次の対応をする。 

（１） 利用者に緊急事態が生じて、かかりつけの医師（主治医）より対応を求められ

たときは、原則として主治医存在のもとでのみ訪問看護を開始する。 

（２） 看護師は介護予防訪問看護実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が

生じたときは速やかに医師に連絡し、適切な処置を行うこととする。なお、医

師への連絡が困難な場合は救急搬送等の必要な処置を講じ、そのことを速やか

に医師や管理者に報告をしなければならない。 

 

（訪問看護の利用料） 

第１０条 介護予防訪問看護を提供した場合、厚生労働省が定める基準によるものとし、

介護予防訪問看護が法定代理受領サービスである時には、利用者の介護保険負

担割合証に記載された割合の額とする。その他の利用料として在宅での死後の

処置料１５,０００円（消費税別）を実費負担とする。 

 

 

（通常の事業実施地域） 

第１１条 通常の事業実施地域としては、彦根市（厚生労働大臣が定める中山間地域を除

く）とする。 

 

（設備・備品） 

第１２条 訪問看護ステーションは、当該介護予防訪問看護ステーションの運営に必要な

面積を有する事務室を設け、介護予防訪問看護の提供に必要な設備・備品等を

備え、また管理者は設備・備品等の衛生的な管理に努め、必要な措置を講じな

ければならない。 

 

（記録の整備） 

第１３条 訪問看護ステーションは、設備・備品・職員・会計及び利用者に対する訪問看

護、その他のサービスの提供に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

 

（会計の区分） 

第１４条 訪問看護ステーションは、事業の会計・経理と病院、老人保健施設の経理とは

それぞれ別個の会計・経理で処理しなければならない。 

 

 

 



（事業報告） 

第１５条 訪問看護ステーションは、その管理する訪問看護ステーションに関して訪問看

護の報告書を主治医に提出しなければならない。 

 

（苦情処理） 

第１６条 利用者およびその家族から苦情が生じた時は、次のとおりとする。 

（１）利用者は、提供されたサービス内容に苦情がある場合には、訪問看護事業

者、看護師に対していつでも苦情を申し立てできる。 

   （２）訪問看護ステーションは、苦情対応の窓口責任及びその連絡先を明らかに

するとともに、苦情の申し立てまたは相談があった場合には、迅速かつ誠

実に対応する。 

    （３）訪問看護ステーションは、利用者が苦情申し立て等を行った事を理由とし

て、利用者に不利益な取り扱いをすることはない。 

 

（事故発生時の対応） 

第１７条 訪問看護の提供により事故発生した時は、次のとおりとする。 

（１）直ちに訪問看護ステーションの管理者・当該利用者の家族・母体である豊

郷病院・当該利用者の市町村・地域包括支援センターもしくは、居宅支援

事業所等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 

    （２）訪問看護ステーションは、利用者に対する介護予防訪問看護等の提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければな

らない。 

 

（人権擁護・虐待防止） 

第１８条 利用者の人権擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整 

     備を行うとともに、従業者に対し、研修の機会を確保する。 

 

（非常災害発生時の他施設との連携・協力） 

第１９条 非常災害の発生の際にその事業が継続できるよう、他の社会福祉施設との連携 

     および協力を行う体制を構築するよう努める。 

 

（その他） 

第２０条 その他の運営に関する重要事項は、次のとおりとする。 

（１） 訪問看護ステーションの管理者は、社会的使命を十分認識し職員の質的

向上を図るため研究・研修の機会を設け、また質の保証ができうる業務

体制を整備する。 

（２） 職員は正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者または、その家族

等の秘密を洩らしてはならない。また職員であった者が、正当な理由な

く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがない 

よう、必要な処置を講じなければならない。 

     （３）あらかじめ文書により利用者の同意を得た場合は、一定の条件下で個人

情報を利用できるものとする。 



     （４）この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は、公益財団法人豊

郷病院が定めるものとする。 

 

 

     附 則   

     この規程は２００６年（平成１８年） ４月 １日から施行する。 

   この規程は２００７年（平成１９年） ４月 １日から施行する。 

   この規程は２００８年（平成２０年） ２月 １日から施行する。 

   この規程は２００９年（平成２１年） ４月 １日から施行する。 

   この規程は２０１１年（平成２３年） ７月２０日から施行する。 

   この規程は２０１２年（平成２４年） ４月 １日から施行する。 

     この規程は２０１３年（平成２５年） １月 １日から施行する。 

     この規程は２０１４年（平成２６年） ２月 １日から施行する。 

     この規程は２０１５年（平成２７年） ８月 １日から施行する。 

     この規程は２０１６年（平成２８年）１１月１６日から施行する。 

この規程は２０１８年（平成３０年） ８月 １日から施行する。 

この規程は２０１９年（令和 １年） ８月 １日から施行する。 

この規定は２０２３年（令和５年） １１月 １日から施行する。 

この規定は２０２４年（令和６年）  ６月 １日から施行する。 


